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家事や仕事の自動化, 交通手段の発達により,

身体活動量が低下してきたことは明らかであり,

これらと食生活の変化等を要因とした, 近年の生

活習慣病の増加が問題視されている. その予防策

として, 運動はひとつの柱となっている. 平成18

年７月に厚生労働省から, 新しい運動基準・運動

指針普及定着ガイドとして, 健康づくりのための

運動基準2006 身体活動・運動・体力 と健

康づくりのための運動指針2006 (エクササイズガ

イド2006) が発表された. その運動基準の内容は,

｢身体活動を主体として健康づくりをする人は,

毎日8�000～10�000歩の歩行を目安とし, 運動を
主体とする人では, ジョギングやテニスを毎週約

35分間, 速歩では１時間の実施が目安｣ となって

いる８). このような身体活動や運動の健康に対す

る効果についての知識は国民の間に普及しつつあ

るものの, 運動を実際に行っている者の割合は少

ない. 多くの人が無理なく日常生活の中で運動を

実施する方法の提供や環境をつくることが求めら

れている.

平成18年度の体力・運動能力調査報告書 (文部

科学省) によると, 『青少年の体力・運動能力

(走能力【50メートル走・持久走】, 跳能力【立ち

幅とび】, 投能力【ソフトボール投げ・ハンドボー

ル投げ】) は長期的に見ると依然低い水準になっ

ている. なお, ここ10年ほどは, 低下のスピード

が緩やかになる, あるいは, 低下の傾向を示さな

い項目がある.』 との報告がされており, 全体的

には過去と比較して低い体力水準であるものの,

低下は下げ止まりであることが示されている11).

しかしながら, 項目別に見ると, 持久走と立ち幅

とびにおいては依然として顕著な能力低下が認め

られる. 発育期に形成された体力のピークは, 加

齢に伴う体力の低下に大きく影響し, ピーク時の

水準が高い者ほど, 成人期の体力水準が相対的に

高い水準で推移することが, 運動生理学や体力科

学の分野で明らかにされているため, 成人するま

でに十分な身体活動量を確保し, 体力水準を高め

ておくことが必要とされる.

しかしながら, 1991年に実施された大学設置基

準の大綱化に伴い, 大学での体育は必修科目から

選択科目へと変わりつつある. 2005年度大学・短

期大学の保健体育教育実態報告書によれば, 実技

科目が全学部で必修科目として開講されている大

学は全体の31�8％であり, 私立大学においては
27�0％の大学が実技科目を必修科目として位置付
けている. また, 演習科目 (実技＋講義) を全学

部で必修課目として開講している大学は全体で

15�5％であり, 私立大学においては17�5％である
ことが報告されている21). 前述した現状を踏まえ

ると, 学校体育によって, ある程度の活動量が確

保されている青少年期から, 活動量が個人に委ね

られる成年期の移行期間である大学における保健

体育の存在は極めて重要であると考えられる.

本研究の目的は大学生における運動行動に関連

する項目について調査を行い, また, 授業中の身

体活動量を測定し関連項目との関係性について調

査することにより, 大学体育授業における学生の

意識・身体活動量の現状を把握することである.

さらにそれを基に, 学生の身体活動量を確保し,

なおかつ単位取得後も運動を継続していける学生

を増やす指導内容作成について検討することを目

的とした.��� �
１. 対象者

本研究の対象は､ �県�大学で平成19年度後
期に開講された ｢生涯スポーツ演習Ⅱ (必修科目,

２単位)｣ を受講した１年生 (工学部, 人文学部,

法学部, 医学部) であり, ４クラスの計153名

(男性86名, 女性67名) とした. なお, 生涯スポー

ツ演習Ⅱは, ｢これから社会へ巣立つ学生に対し､

生涯を通じて役立つ健康・保健教育を強化し､ 自

己の健康・体力の維持・増進のために日常的に運

動する習慣を身につけさせること｣, ｢身体活動を

通しての身体教育および体力向上のみならず､ 集

団の中の個人としての役割や責任､ 個人対個人と
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してのコミュニケーション技能の育成など､ 社会

的態度の育成｣ を目標として実施された.

２. 調査および測定時期

2007年９月から開始された後期授業の１回目に

おいてアンケート調査を行った. なお, 調査前に

回答への同意を得られた者のみ実施した. また,

回答の内容は授業評価に一切影響を及ぼさないこ

とを調査票の中に明記した. 身体活動量は２回目

から６回目までの授業, 計５回の授業において測

定を実施した.

３. 調査内容

調査内容は個人的属性, 運動・スポーツ経験の

年数 (以下, 運動経験年数), 運動行動変容ステー

ジ2)�4)�10)�14)�23) 日常生活の優先順位, 運動自己効力
感, および運動に対する意識であった.

運動行動変容ステージ尺度は, 岡15),16) が作成

した運動行動の変容段階尺度を一部修正して用い

た. ① ｢無関心期｣ は �私は現在, 運動をしてい
ない. また, これから先もするつもりはない.�,
② ｢関心期｣ は �私は現在, 運動をしていない.
しかし, 近い将来 (３ヶ月以内) に始めようと思っ

ている.�, ③ ｢準備期｣ は �私は現在, 運動をし
ている. しかし, 定期的ではない.�, ④ ｢実行期｣
は �私は現在, 定期的に運動をしている. しかし,
始めてから３ヶ月以内である.�, ⑤ ｢維持期｣ は�私は現在, 定期的に運動をしている. また, ３
ヶ月以上継続している.�として説明され, その
うち該当する１を選択させた. 修正箇所として,

本来は ｢６ヶ月｣ のところを ｢３ヶ月｣ に変更し

た. ｢６ヶ月｣ を ｢３ヶ月｣ に変更したのは, 前

期の授業が３ヶ月間であり, この期間の行動変容

を調べるためである.

日常生活の優先順位は, 紅林ら９) の研究結果

を基に語句を改変し, ｢睡眠｣ と ｢家族との時間｣

の項目を追加し作成した (資料１). 回答方法は,

その他 (自由記述) を含め10項目の中から, 優先

順位の高い５項目を選択させた.

運動セルフエフィカシーとは運動遂行に対する

自信・確信度であり, 尺度は岡17) が作成した運

動行動の変容段階と関連のある尺度を使用した

(資料２). 各質問項目に対して ｢かなりそう思う

(５点)｣, ｢ややそう思う (４点)｣, ｢どちらとも

いえない (３点)｣, ｢あまりそう思わない (２点)｣,

｢まったくそう思わない (１点)｣ の５段階で測定

し, 合計点を算出した. 合計点の範囲は４点～20

点である.

運動行動に対する意識は, 独自に作成したスポー

ツ・運動に対する心理的・社会的・身体的効果､

体育の必要性､ および運動の統制感に関する合計

15項目の質問項目について, 運動セルフエフィカ

シーと同様の５段階の回答カテゴリーで測定した

(資料３).

４. 身体活動量測定方法

授業開始前に各自にカロリーカウンター (『�������2』 および 『�������』 いずれもスズケン製) を装着
させ, 計測した歩数を授業中身体活動量として用

いた. 測定を行った授業種目はソフトボール, サッ

カー, バスケットボールであり, 授業時間は90分で

あったが, 実質の運動時間は60分程度であった.

５. 統計処理

男女の人数については��検定を, 年齢と運動
経験年数については�検定を用いて統計処理を行っ
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資料１. 日常生活の優先順位
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資料２. 運動自己効力感
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た (表１).

授業中の身体活動量は４ (授業)×２ (性別)

の二要因分散分析を行い, その後､ �����の���法を用いて多重比較検定を行った. 授業種
目によって歩数に差が生じ, さらに男女間で有意

な差が認められたため, 諸変数との関係性の検討

には, 男女および種目別の平均値と標準偏差から�スコアを算出し, 変数として用いた.
運動行動変容ステージと授業中の身体活動量と

の関係は一元配置の分散分析を用いて検定を行っ

た. 経験年数, セルフエフィカシーおよび身体活

動量との関係の検定には ��������の順位相関
係数を用いた. いずれの検定も５％以下を有意水

準とした.��� �
１. 個人的属性および運動経験種目割合��検定の結果, 男女の人数に偏りは認められ

なかった.

運動経験年数の平均は, 全体で7�1±5�15年,
男子学生8�3±4�24年, 女子学生で5�6±5�85年で
あり, 男女間に１％水準で有意差が認められ, 男

子の方が運動経験年数は長かった (表１). 経験

種目の割合は順に, 水泳(15�4％), 野球(12�6％),
バスケットボール(10�3％), テニス(7�9％), サッ
カー(7�5％), 陸上(7�1％), バレーボール(6�3％),
ソフトボール(5�1％), バドミントン(5�1％), 空
手(2�8％), 剣道(2�8％), ラグビー(2�4％), 卓球
(2�0％), その他(5�9％), 未経験(6�7％)であった
(図１).

２. 運動行動変容ステージの分布

運動行動変容ステージの分布を表２に示した.

男性では, 無関心期17�4％, 関心期18�6％, 準備
期36�0％, 実行期3�5％, 維持期24�4％であり, 女
性では, 無関心期49�3％, 関心期17�0％, 準備期
13�4％, 実行期4�4％, 維持期17�9％であった. 男
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資料３. 運動に対する考え方
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表１. 個人的属性

� � ���

� � �	� 18.8 ± 0.7 18.8 ± 0.6 18.7 ± 0.8

� �  � � � ��� 7.1 ± 5.15 8.3 ± 4.24 5.6 ± 5.85

153 86 67
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�
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女を合わせた全体では, 無関心期31�4％, 関心期
17�0％, 準備期26�1％, 実行期3�9％, 維持期21�6
％であった. また, ��検定の結果, 女性の方に
無関心期が多く, 男性の方に維持期および準備期

が多いという有意な性差を確認できた (���
20�648����4����01).
３. 運動セルフエフィカシーの分布

運動セルフエフィカシーの平均得点は, 全体で

は13�9点, 男子学生15�9点, 女子学生11�3点であ
り, 両者には１％水準で有意な差が認められ, 男

子学生の方が運動・スポーツに対するセルフエフィ

カシーは高かった. 最頻値は全体14点, 男子学生

14点, 女子学生12点であった. セルフエフィカシー

の運動経験年数別での分布を図２に示した. 運動

経験年数が０～４年でのセルフエフィカシー得点

は10�4±4�2であり, ５～９年では13�5±3�7, 10
～14年では13�8±4�2, 15年以上では14�3±3�7で
あった. セルフエフィカシーと運動経験年数の間

には１％水準で有意な関係が認められた.

４. 生活行動の優先順位

生活行動の優先順位において, 最優先する項目

の割合は, 友人との時間(34�4％), 睡眠(21�9％),
運動(13�2％), 趣味(7�3％), 一人の時間(7�3％),
バイト(6�6％), 特定の異性との時間(6�0％), 勉
強(2�0％), 家族との時間(1�3％)の順であった
(図３). また運動を優先順位の１位から５位まで

に選択した学生の人数は１位から順に, 20名, ５

名, 12名, 13名, 17名であり, 全体の43�8％を占
めていた.

５. 運動行動に対する意識

運動行動に対する意識を図４に示した. 運動の
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図１ 運動経験種目に占める割合

表２. 運動行動変容ステージの分布

n (%)

� � 15 (17.4) 16 (18.6) 31 (36.0) 3 (3.5) 21 (24.4) 86 (100)


 � 33 (49.3) 10 (14.9) 9 (13.4) 3 (4.4) 12 (14.0) 67 (100)

� � 48 (31.4) 26 (17.0) 40 (26.1) 6 (3.9) 33 (38.4) 153 (100)

�

���� ��� ��� ��� ���

(χ
2

=20.648,df=4,p<.01)



効果 (体力の維持・向上, ストレス解消, 健康の

維持増進, 体重の減少, 外見 (他人に与える印象

も含む) やスタイルの良化, 生活習慣病の予防,

怪我や病気を誘発) に関しては, 70％以上の学生

が運動の健康・体力に及ぼす効果を肯定的に受け

止めていた. 運動・スポーツに対する感情 (運動

への好感度) に関しては, 71�9％の学生が, 運動 に対して好感を示していた. 運動・スポーツ・体

育の必要性 (運動・スポーツの必要性, 大学にお

ける体育の必要性) に関しては, 70％弱の学生が

必要性を感じている回答を示した. また運動の社

会的効果 (コミュニケーション, 人間関係の醸成)

に関しても半数以上の学生が肯定的な回答を示し

た｡ 運動の阻害要因 (金, 場所, 時間) に関して
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図２ 運動経験年数別のセルフエフィカシー得点
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図３ 生活行動の優先順位に占める割合
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３. 自分にとって運動・スポーツは必要である ４. 定期的な運動は､ お金をかけなくてもできる

５. 定期的な運動は､ 運動施設を利用しなくてもできる ６. 定期的な運動は､ 体力の維持・向上につながる

７. 定期的な運動は､ ストレスの解消に役立つ ８. 定期的な運動は､ 人間関係をはぐくむのに役立つ

２. 大学でも体育実技の授業は必要である１. 私は運動・スポーツが好きである
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図４ 運動行動に関するアンケート結果

９. 定期的な運動は､ 健康の維持増進につながる 10. 定期的な運動は､ 体重の減少に役立つ

11. 定期的な運動をすると､ 外見 (他人に与える
印象も含む) やスタイルが良くなる

12. 定期的な運動は､ 生活習慣病の予防に役立つ

13. 定期的な運動は､ 家族や友人と機会を増やす
ことにつながる

14. 定期的な運動は､ お金や時間の無駄になる

15. 定期的な運動は､ 怪我や病気を引き起こす



は, 60％近い学生が金銭面や場所といったバリア

は, 運動をするための障害とならない回答を示

した｡

６. 授業中の身体活動量

カロリーカウンターの歩数計測機能で測定され

た授業中の歩数は, 全体の平均が3062�8±1439�72
歩, 男子学生平均3854�2±1421�93歩, 女子学生
平均1999�7±414�04歩であった. 男子と女子の歩
数の間に0�1％水準で有意な差が認められた. 授
業別の歩数平均値はソフトボール①では男子平均

2891�3±635�49歩, 女子平均1869�6±227�50歩,
ソフトボール②では男子平均3008�4±484�94歩,
女子平均2245�0±443�87歩, バスケットボールで
は男子平均2299�2±583�82歩, 女子平均1786�1±
376�17歩, サッカーでは男子平均5190�6±562�73
歩であった (表３). 授業と性別を独立変数とし,

授業中の歩数を従属変数として二要因分散分析を

行った結果, 授業および性別の主効果が有意であ

り, 交互作用は見られなかった. �����の���
法を用いて多重比較検定を行った結果, サッカー

とその他の授業の間に0�1％水準で有意な差が認
められ､ サッカーは他の授業よりも歩数が多かっ

た. ソフトボール②とバスケットボールの間にも

１％水準で有意な差が認められ, ソフトボール②

の方が歩数は多かった. また, ソフトボール①と

②の授業において男女に0�1％水準で有意な差が
認められ, バスケットボールの授業においても男

女に１％水準で有意な差が認められ, いずれも男

子の方が歩数は多かった.

７. 授業中の身体活動量と諸変数との関係

運動経験年数と身体活動量との間に５％水準で

の有意な相関関係が認められ(���16), セルフエ
フィカシーと身体活動量との間には１％水準での

有意な相関関係が認められた(���28). また, 運
動行動変容ステージ別の身体活動量に有意差は認

められなかった (図５).��� �
本研究では, 大学生における運動行動に関連す

る変数, つまり, 受講生の過去の運動経歴, 現在

の運動状況 (運動行動変容ステージ), 運動に対

するセルフエフィカシー, 生活行動の優先順位,

運動に対する意識の調査と, 授業中の身体活動量

の測定を通して, 大学体育授業を受講する学生の,

運動に対する意識および運動行動の実態を把握す

るとともに, 運動に対する意識と授業中の身体活

動量の関係を明らかにすることである. また, 大

学体育において, 学生の身体活動量を確保し, な

おかつ単位取得後も運動を継続していける学生を

増やす指導内容について検討することを目的とし

た.

１. 運動経験年数および経験種目割合について

約90％の学生が大学入学までに少なからず定期

的な運動を経験しており, 運動経験年数の平均は

約７年であった. これは, 中学・高校で運動部活

動をやっていた場合の６年を超え, 対象者の半数

以上が小学校時代から運動・スポーツを実施して

いたことを意味する. その所属については本研究

大学生の運動行動に関する現状と授業における身体活動量との関係 (田原・他)
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表３. 授業中の身体活動量(歩)

����� ! 2219.9 ± 637.38 2891.3 ± 635.49 1869.6 ± 227.50

����� " 2479.9 ± 574.70 3008.4 ± 484.94 2245.0 ± 443.87

#$%&��� 2081.1 ± 562.40 2299.2 ± 583.82 1786.1 ± 376.17

'&(� 5190.6 ± 562.70 5190.6 ± 562.73 � ± �

�))� 3062.8 ± 1439.7 3854.2 ± 1421.9 1999.7 ± 414.04

�**� �**� 
**�

**

** : �������1%��	
���

***

***

*** : ��������0.1%��	
���
††�������1%��	
���

††

†††

†††

†††�������0.1%��	
���

***

†††



の制約から把握することはできないが, 定期的な

運動を支える要因として, おおよそ運動部活動の

存在が大きいと考えられる. また, 参加割合の高

い種目は順に, 水泳, 野球, バスケットボール,

テニス, サッカーであったが, これらの種目は経

験年数が他の種目と比較して長い傾向が認められ

た. すなわち, これらの種目は部活動だけでなく,

地域のスポーツクラブでの活動が影響しているこ

とが考えられる１).

２. 運動行動変容ステージの分布について

被験者全体では, 約20％の学生が定期的な運動

を３ヶ月以上継続している維持期にあり, また,

定期的ではないが, 運動をしている準備期まで含

めると, 約60％の学生がこれらのステージに該当

していた. 橋本ら３) は他大学における調査で,

実行期と維持期を合算しても10％程度の割合であ

り, 準備期を含めても20％との報告をしており,

単純な比較ではあるものの�大学学生 (主に１

年生) の運動状況は良好であると考えられる. こ

のことについては, 橋本らの調査時期が入学直後

であったのに対し, 本研究の調査時期は入学から

半年が経過した９月であったことから, 大学生活

への慣れや部活動・サークルへの参加等の要素の

影響があることが推察される. 一方で, まったく

運動をしておらずこれから先もするつもりがない

無関心期に属する学生も30％を超えており, 運動

に対する取り組みの二極化は懸念すべき点である

と考えられる.

３. 運動行動に対する意識と運動の継続要因について

太田ら19) は運動の継続要因として①運動に対

する興味, 目標 (目的), ②時間的余裕, 余暇の

使い方, ③運動施設, 場所の整備, ④指導者, 同

一集団の人間関係の4項目を挙げている. 本研究

における運動行動に対する意識調査では, 学生の

多くは運動・スポーツが健康に資することを認知

していた結果を示しており, 健康を目標 (目的)

として運動をするという観点から, ①の心理的要

因は満たされていると考えられる. また, ②, ③

の時間と場所と言う物理的要因に関して, 太田ら

の研究ではこれらの項目を, 運動ができなかった

要因として示されていたが, 本研究では, これら

の要因が運動を阻害しないとする結果を示してい
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図５ 運動行動変容ステージ別の身体活動量



た. これは小・中・高校生や社会人と比較して時

間的拘束が少ないことや, クラブやサークルへの

参加, 学内の施設の利用といったことが理由とし

て考えられ, 大学生においては環境による運動の

阻害は少ないと考えられる. ④の社会的要因につ

いても, 人間関係の形成に運動が役立つといった

回答を示していたことから, 継続要因は満たされ

ていると考えられる. さらに, 大学における体育

授業に期待を持ち, 意欲的に臨んでいる学生が少

なくないことをアンケートは示唆していた. これ

らのことから, 大学における体育の受講前段階に

おいて学生は運動継続に関して良好な条件が整っ

ていることが推察される16).

４. 授業中の身体活動量について

被験者全体での授業中の平均歩数は約3000歩で

あり, これは厚生労働省の推奨する１日あたりの

歩数 (8000～10000歩) の30～40％に相当する.

また, 運動を主体とする場合の運動量の基準とし

て, １日あたり35分間以上の運動を推奨しており,

この点において体育授業は必要量を満たしている

ことが推察される. しかし, 厚生労働省は, これ

らの活動量を毎日充足させることを目標として設

定しており, この点から考えると, 週１回の授業

で学生の健康の維持・増進に直接的に働きかける

ことは難しい. しかしながら, 受講者は毎回の授

業で自分の歩いた歩数を確認し, 健康づくりのた

めの身体活動量の基準値, 身近な環境で得ること

のできる歩数, クラスの学生による, 日常生活に

おける身体活動量のモニタリング結果等の情報提

供を受けていた. これらの介入によって, 60分程

度の活動時間において, どの程度の運動強度で,

どの程度動けば, どの程度の運動量が確保できる

かという運動実施の基準が明確になったことが推

察される. このことは学生の体力・健康に関する

意識向上に間接的に働きかけていると考えられ,

日常生活における活動量に好影響を及ぼすことが

期待される18)�24). 女子大学生では日常生活におけ
る活動量と体力レベルに深い関係があることが示

されており６), ひいては日常生活での活動量の増

加が学生の体力向上に資することが推測される７).

また, 性別・種目別でそれぞれ差が認められ,

種目別で歩数に差がある点は, 森ら13) によって

報告された大学体育授業における歩数と同様の結

果であった. 屋内よりも屋外の種目の方が歩数は

多くなる傾向にあり, 種目特性上, 運動量が少な

くなるであろうソフトボールでも, 屋内で行われ

るバスケットボールよりも歩数が多くなることが

示された. 生涯スポーツ演習の目的を考慮すると,

運動量はひとつの大きな要素であるため, 屋内で

授業を実施する際は, 特に運動量への配慮が重要

であると考えられる. 性別による歩数の差は, 体

力レベルの差と運動に対する意識の差が大きな要

因であると考えられる. 体力レベルの差は如何と

もし難い点であり, 筋力や諸運動能力が高ければ

自ずと移動距離は大きくなる. 一方, 運動に対す

る意識の相違も, 体力レベルの差に起因する一種

のあきらめによる部分が大きいが５),12) 有能感・

達成感を与えることによって改善することは可能

であると考えられ, 個人やチームにおける有能感・

達成感を得るための方策を採ることが重要である

と考えられる. 授業に際して, 運動に対する意識

の格差が大きい場合, クラス全体の運動量を抑制

すると推察されるため, 女性をはじめとした低体

力者の授業に対する動機づけを高める工夫をし,

運動量を底上げすることが, 授業全体を活性化さ

せると考えられる. また, 今回の調査では女子の

みのクラスの歩数測定を行わなかったため, 男女

別習と男女共習との比較ができなかった. この点

は今後の課題であると言えよう.

５. 授業中の身体活動量と諸変数との関係について

授業中の身体活動量と運動経験年数､ 運動セル

フエフィカシーとの間には有意な関係が認められ,

運動経験年数と運動セルフエフィカシーの間にも

有意な関係が認められた. このことは, 長い運動

経験により技能の向上および運動能力の発達がな

され, それによって運動に対する自信および有能

感がもたらされ, 授業中の身体活動量に反映され

ていることが推察される. 一方で運動行動ステー

大学生の運動行動に関する現状と授業における身体活動量との関係 (田原・他)
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ジによる授業中の身体活動量の差は認められなかっ

た. つまり, 授業中の身体活動量は, 日常的な運

動行動の変容段階を反映していないということで

ある. これは日常的な運動行動 (一般性) と, 授

業中の運動行動 (特殊性) を測定するという測定

上の対応関係に問題があるかもしれない. しかし

ながら, 日常的に運動をする者の授業中身体活動

量が多く, 運動をしない者の活動量が低くなると

いう, 一見当たり前のように思われる論理を成立

させない要素にこそ, 大学体育における授業内容

の方向性を導き出す鍵が隠されていると考えられ

る. つまり, 日常的に運動はするが授業中の活動

量は少ない, 日常的に運動はしないが授業中の活

動量は多い学生の特性を理解してアプローチする

ことが, 大学体育の目的を達成するために重要で

あると思われる. まず, 日常的に運動はするが授

業中の活動量は少なくなる理由は大きく二つ考え

られる. 一つは, 日常的に運動はするが, 低体力

であるため授業中の活動量が少なくなるケースが

考えられる. このケースについては運動の継続化

は達成されているので, 無理に介入をしていく必

要は無いと思われるが, 体力を底上げする取り組

みは必要であろう. もう一つには, 授業の課題に

物足りなさを感じており, 結果として消極的な活

動をしているケースが考えられる. この事象の原

因としては, 生涯スポーツ演習の授業が各種競技

を軸として構成されているものの, その目標には,

体力・技能の向上だけではなく, 運動の楽しさや

喜び, 他者とのコミュニケーション能力の獲得も

視野に入れているため, 必然的にレクリエーショ

ナルな内容に傾倒してしまうことが考えられよう.

授業以外の時間で十分な活動量が確保できていれ

ば問題は無いのかもしれないが, 授業によって運

動行動への意識が減退することはあってはならな

い. したがって, 周囲とのバランスを考えながら

も, 体力的にも技能的にも, より高次な課題設定

が必要である. また, 日常的に運動はしないが授

業中の活動量が多い学生は, 基本的には運動・ス

ポーツに対する好感度が高いと考えられる. した

がって, 運動・スポーツへの有能感をより高める

とともに, 日常的な運動を阻害する要因の除去を

ねらいとした指導が重要であると考えられる.

以上のことから, 大学における生涯スポーツを

目標とした体育授業においては, 健康を獲得する

ための方法・知識さらにはそれを継続するために

どうしたらよいかの方法論までを包括した授業を

構成していく必要があると考えられる. さらに,

低体力者に対する配慮や, コミュニケーションス

キルの獲得を加味しながらも, 運動・スポーツに

対する意識の高い者に対しては体力・技能それぞ

れの要素において, 高いレベルでの課題設定を盛

り込んだ専門性の高い授業を目標とした指導内容

とすることが大学体育授業の活性化に繋がると考

えられる.������
１) 海老原修, 武田文, 長ヶ原誠, 中澤眞, 平川
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